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京大東アジアセンターニュースレター   第 436号   






○ カンボジア短信 ： ２０１２年 ８月上旬 

















■京都会場  2012 年 11 月 3 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2012 年 12 月 1 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 
     東京大学社会科学研究所教授 田島俊雄 
  
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  インドネシアは自動車大国になれるか 









住友商事 自動車米州アジア部 木村 将裕 販売金融事業者から見た自動車購入層拡大の可能性 












ジャパン･バイク･オークション 社長 西村 竜  オークション会社から見た中古車流通 
  
15:55-16:25 
IHS オートモーティブ バンコク事務所代表 山本 肇  グリーンカー政策と日系自動車メーカーの戦略 
  
16:25-16:50 




    
17:10-18:50 
懇親会  参加費 2000円,協力会会員は無料 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 












時  間： 2012 年10 月23 日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経東館地下一階みずほホール  








































Tai Yang and Camwell社の労働者によるストライキは5週間継続している。そして労働者たちはCambodia 
Confederation of Union(CCU)のRong Chhun代表に対して、法的アクションへ向け動き出した。 









リーバイスやGAPに衣類を供給するKandal州のYung Wah Industrial II工場で、7月30日から多くの人々を巻き込み
ストライキが起こったが、それがこじれ、労働者VS労働者、労働組合VS労働組合という状況へと突入した。 
Yung Wah Industrial II 工場でのCoalition of Cambodian Apparel Workers’ Democratic組合(C.CAWDU)のメンバ
ー代表であるSok Phalla氏によると、5,000人の労働者がストライキを行っているという。そして、その中で他の労働組








④Tai Yang Enterprises社発端の一連のストライキは、終焉を迎える 
労働組合とその支持団体によれば、ストライキを行ったため解雇するとの警告


































































































ジオ局は、NGO とスペイン政府よりの基金を元に、Women’s Media Centre of Cambodiaによって設立された。放送時
間帯は朝 8時から夜 8時となり、教育、健康、社会などの番組を扱う。プログラムの指導責任者である Hin Kunthea氏
は、研究などでは住民が十分な情報を得ていないという事が示されており、このラジオ局が情報の発信改善に繋がれ
ばと話している。 
                                                                    以上 
************************************************************************************************ 





































































③Tai Yang and Camwell社、ストライキの影響により、受注が 20%落ち込む 
「世界的ブランドであるリーバイスやGAPが、Tain Yang and Camwell製造工場への発注を20％ほど削減した」と未だ











































るKing First Industrial社では、500人以上が８／２４からストライキを起こして、3日目となった。Free Trade Union役員
Yann Roth Keopisey氏は、「このストライキの引き金となったのは、3人の組合員の解雇である。この組合員たちの復職
が最優先であるが、労働者は同時に賃上げも要求している」と話した。Kampong SpeuのCalacam Investment factory
社で働いているおよそ200人の労働者もストライキを起こしており、解雇された3人の復職を経営側に要求してきたと言





















































大学 ２年生Tum Sereyroithさんは、「Small Worldでは、すでにさまざまなビジネスが生まれました。カンボジアにイ
ンターンシップでやってきた外国人に英語を教えている若者もいるし、外国人観光客のためのレストランを経営してい
る若者もいる。また、彼らは社会活動にも参加しており、”Let’s do it”といったプノンペンの清掃活動にも参加してい








































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 





2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
